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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第79期
第３四半期
累計期間

第80期
第３四半期
累計期間

第79期
第３四半期
会計期間

第80期
第３四半期
会計期間

第79期

会計期間

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成22年
４月１日

至　平成22年
12月31日

自　平成21年
10月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成22年
10月１日

至　平成22年
12月31日

自　平成21年
４月１日

至　平成22年
３月31日

売上高 (千円) 2,667,9452,957,350882,229 665,3263,735,238

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △60,929 △38,695 △6,543 △37,433 22,333

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(千円) △52,472△242,189△10,339△121,259 28,918

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 606,375 606,375 606,375

発行済株式総数 (千株) ― ― 12,127 12,127 12,127

純資産額 (千円) ― ― 1,147,846990,5971,234,415

総資産額 (千円) ― ― 6,038,7955,250,0056,246,979

１株当たり純資産額 (円) ― ― 94.77 81.79 101.91

１株当たり四半期
(当期)純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △4.33 △20.00 △0.85 △10.01 2.39

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 19.0 18.8 19.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △64,717 212,794 ― ― 122,871

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △65,553 84,131 ― ― △113,357

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 85,569 80,590 ― ― △140,305

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 700,057 991,486 613,969

従業員数 (名) ― ― 157 154 153

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結会計期間にかかる主要な経営指標の推移つ

いては、記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、損益及び利益剰余金等からみて重要性の乏しい関連会社である

ため、記載を省略しております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第79期第３四半期会計期間及び第79期は潜在

株式が存在しないため、また第79期第３四半期累計期間及び第80期第３四半期累計 (会計) 期間は１株当た

り四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】
　

当第３四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】
　

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 154

(注) 従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む）であり、臨時雇用者10名(３ヶ月平均)を除いています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

破砕粉砕機 58,616 ―

橋梁鉄構及び水処理装置 253,857 ―

環境装置 65,129 ―

ライニング製品 171,570 ―

その他 155,826 ―

合計 705,000 ―

(注) １　金額は、販売価格により算出しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期会計期間における受注実績及び受注残高をセグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同四半期比(％) 受注残高(千円) 前年同四半期比(％)

破砕粉砕機 83,096 ― 12,753 ―

橋梁鉄構及び水処理装置 78,709 ― 602,394 ―

環境装置 56,795 ― 122,730 ―

ライニング製品 175,007 ─ 78,690 ―

その他 163,656 ― 302,309 ―

合計 557,264 ― 1,118,878 ―

(注) １　金額は販売価格によっております。

２　受注高及び受注残高には役務収益は含めておりません。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

破砕粉砕機 79,836 ―

橋梁鉄構及び水処理装置 233,765 ―

環境装置 48,692 ―

ライニング製品 155,367 ―

役務収益 29,317 ―

その他 118,346 ―

合計 665,326 ―

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

日本バルカー工業㈱ ― ― 122,662 18.4

㈱ピーエス三菱 365,557 41.4 ― ―

(注) １　当第３四半期会計期間の㈱ピーエス三菱への販売実績はありません。

２　前第３四半期会計期間の日本バルカー工業㈱への販売実績は74,077千円（8.3％）であります。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

　

当第３四半期会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、輸出が緩やかに減少しているものの生産の下げ止ま

りの兆しもみられ、全体として底堅く推移いたしました。先行きにつきましては、海外景気の下振れ、円

高、デフレの影響や雇用情勢の悪化等、景気がさらに下押しされるリスクが存在するものの、企業収益

の改善、設備投資の持ち直しなど、景気回復に向けた動きが見られる状況にあります。しかしながら、経

済全体としては依然として低い水準にあり、当業界におきましても公共投資、民間設備投資は総じて低

調に推移し、非常に厳しい状況にありました。

　当社におきましては、公共投資・半導体関連で若干の回復がみられたものの、産業機械製造において

厳しい受注環境となり、当第３四半期会計期間における業績は売上高665,326千円（前年同四半期比

216,903千円減）、営業損失29,933千円（前年同四半期は営業利益2,024千円）、経常損失37,433千円

（前年同四半期比30,890千円増）、四半期純損失121,259千円（前年同四半期比110,919千円増）とな

りました。

　なお、セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

破砕粉砕機につきましては、破砕機本体の売上が増加いたしまして、当第３四半期会計期間における

売上高は79,836千円、セグメント利益は28,898千円となりました。

　橋梁鉄構及び水処理装置につきましては、橋梁鉄構の売上が減少いたしまして、当第３四半期会計期

間における売上高は233,765千円、セグメント利益は33,692千円となりました。

　環境装置につきましては、環境事業向け機器の売上が減少いたしまして、当第３四半期会計期間にお

ける売上高は48,692千円、セグメント損失は3,818千円となりました。

　ライニング製品につきましては、ライニング鋼管製品の売上が増加いたしまして、当第３四半期会

計期間における売上高は155,367千円、セグメント損失は1,539千円となりました。

　役務収益につきましては、当第３四半期会計期間における売上高は29,317千円、セグメント利益は

29,317千円となりました。

　その他につきましては、当第３四半期会計期間における売上高は118,346千円、セグメント利益15,562

千円となりました。

(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末の総資産額は、5,250,005千円となり、前事業年度末と比較して996,973千円

の減少となりました。これは、主として長期工事の売上により仕掛品が592,691千円減少したことによ

るものであります。固定負債額は、858,370千円となり、前事業年度末と比較して9,302千円の増加とな

りました。これは、主として資産除去債務の増加によるものであります。純資産額は、990,597千円とな

り、前事業年度末と比較して243,818千円の減少となりました。これは、主として四半期純損失の計上に

よる繰越利益剰余金の減少によるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、たな卸資産の減

少により、前事業年度末より377,517千円（61.4％）増加し、当第３四半期会計期間末には991,486千円

（前年同四半期比41.6％増）となりました。

当第３四半期会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の減少による収入等に

より、880千円の資金の減少となりました。これは、前年同四半期会計期間と比較して161,340千円の

キャッシュ・フローの増加ですが、売上債権の減少による資金の増加が498,314千円増加したこと等に

よるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等

により、1,542千円の資金の減少となりました。これは、前年同四半期会計期間と比較して3,486千円の

キャッシュ・フローの増加であり、関連会社株式の取得による支出が4,000千円減少したこと等による

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入等により

61,256千円の資金の増加となりました。これは、前年同四半期会計期間と比較して92,100千円のキャッ

シュ・フローの増加であり、長期借入れによる収入が50,000千円増加したこと等によるものでありま

す。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第３四半期会計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変化はありま

せん。

EDINET提出書類

株式会社郷鉄工所(E01615)

四半期報告書

 7/28



第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前四半期会計期間末に計画中であった高圧受配電設備につきましては、平成22年12月に完了いたしま

した。

また、当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,127,50012,127,500

名古屋証券取引所
(市場第二部)
大阪証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 12,127,50012,127,500― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年12月31日 ― 12,127,500― 606,375― 1,352

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式       15,000

―
株主としての権利内容に制限の
ない、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式   12,073,00012,073 同上

単元未満株式 普通株式　　　 39,500 ― 同上

発行済株式総数             12,127,500― ―

総株主の議決権 ― 12,073 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000 株(議決権２個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式696株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社郷鉄工所

岐阜県不破郡垂井町表佐
字大持野58の２

15,000― 15,000 0.12

計 ― 15,000― 15,000 0.12

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

　
１０月

　
１１月

　
１２月

最高(円) 78 95 83 75 68 65 58 64 65

最低(円) 66 66 71 66 63 57 58 52 58

(注)　最高・最低株価は大阪証券取引所(市場第二部)におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期

会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成21年10月１日か

ら平成21年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第３四半期会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３

四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、公認会計

士伊藤満邦及び公認会計士増田仁視により四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,631,936 1,545,007

受取手形及び売掛金 ＊４
 892,833

＊２
 1,443,291

商品及び製品 54,101 42,127

仕掛品 ＊３
 762,928

＊３
 1,355,619

原材料及び貯蔵品 269,568 266,748

その他 35,403 32,278

貸倒引当金 △18,812 △17,484

流動資産合計 3,627,958 4,667,588

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 603,257 614,117

機械及び装置（純額） 196,364 141,633

土地 652,603 652,603

建設仮勘定 61,525 49,488

リース資産 4,093 0

その他（純額） 37,524 39,146

有形固定資産合計 ＊１
 1,555,369

＊１
 1,496,989

無形固定資産 4,723 4,952

投資その他の資産

投資有価証券 42,302 55,982

その他 29,346 29,830

貸倒引当金 △9,693 △8,364

投資その他の資産合計 61,954 77,449

固定資産合計 1,622,047 1,579,390

資産合計 5,250,005 6,246,979

EDINET提出書類

株式会社郷鉄工所(E01615)

四半期報告書

12/28



(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 703,444 1,056,270

短期借入金 2,177,665 2,191,444

未払法人税等 1,894 3,486

前受金 376,660 760,748

賞与引当金 13,880 24,755

その他 127,493 126,789

流動負債合計 3,401,037 4,163,494

固定負債

長期借入金 400,217 373,715

リース債務 3,377 －

退職給付引当金 121,789 177,408

資産除去債務 56,726 －

長期預り保証金 276,259 297,944

固定負債合計 858,370 849,068

負債合計 4,259,408 5,012,563

純資産の部

株主資本

資本金 606,375 606,375

資本剰余金 1,352 1,352

利益剰余金 386,934 629,123

自己株式 △1,802 △1,752

株主資本合計 992,859 1,235,099

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,262 △683

評価・換算差額等合計 △2,262 △683

純資産合計 990,597 1,234,415

負債純資産合計 5,250,005 6,246,979
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(2)【四半期損益計算書】
　【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 2,667,945 2,957,350

売上原価 2,289,344 2,558,069

売上総利益 378,600 399,281

販売費及び一般管理費 ＊１
 417,538

＊１
 416,735

営業損失（△） △38,937 △17,453

営業外収益

受取利息 1,437 670

受取配当金 818 851

作業くず売却益 4,172 3,580

その他 2,155 3,709

営業外収益合計 8,583 8,812

営業外費用

支払利息 29,697 27,615

その他 878 2,439

営業外費用合計 30,576 30,054

経常損失（△） △60,929 △38,695

特別利益

有形固定資産売却益 236 －

貸倒引当金戻入額 100 －

退職給付引当金戻入額 37,074 －

補助金収入 17,861 26,469

特別利益合計 55,272 26,469

特別損失

有形固定資産売却損 178 113

有形固定資産除却損 113 12

投資有価証券評価損 14,373 12,101

ゴルフ会員権評価損 300 950

過年度退職給付費用 － 76,025

退職給付会計基準変更時差異の処理額 － 33,428

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 56,726

雇用調整支出金 29,997 42,982

損害賠償金 － 600

環境対策費 － 5,435

特別損失合計 44,962 228,374

税引前四半期純損失（△） △50,620 △240,600

法人税、住民税及び事業税 1,852 1,588

法人税等合計 1,852 1,588

四半期純損失（△） △52,472 △242,189
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　【第３四半期会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 882,229 665,326

売上原価 744,580 563,213

売上総利益 137,648 102,112

販売費及び一般管理費 ＊１
 135,624

＊１
 132,046

営業利益又は営業損失（△） 2,024 △29,933

営業外収益

受取利息 263 257

受取配当金 349 369

作業くず売却益 1,091 1,204

その他 461 195

営業外収益合計 2,166 2,025

営業外費用

支払利息 10,194 8,996

その他 539 528

営業外費用合計 10,733 9,525

経常損失（△） △6,543 △37,433

特別利益

貸倒引当金戻入額 100 －

補助金収入 10,064 8,940

特別利益合計 10,164 8,940

特別損失

有形固定資産売却損 178 －

有形固定資産除却損 18 －

投資有価証券評価損 △1,848 791

ゴルフ会員権評価損 － 435

過年度退職給付費用 － 76,025

退職給付会計基準変更時差異の処理額 － △161

雇用調整支出金 15,027 15,136

特別損失合計 13,375 92,227

税引前四半期純損失（△） △9,754 △120,720

法人税、住民税及び事業税 585 538

法人税等合計 585 538

四半期純損失（△） △10,339 △121,259
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △50,620 △240,600

減価償却費 72,365 64,537

貸倒引当金の増減額（△は減少） 425 2,657

賞与引当金の増減額（△は減少） △21,465 △10,875

退職給付引当金の増減額（△は減少） △38,652 △55,619

受取利息及び受取配当金 △2,255 △1,521

支払利息 29,697 27,615

有形固定資産売却損益（△は益） △58 113

有形固定資産除却損 113 12

投資有価証券評価損益（△は益） 14,373 12,101

デリバティブ評価損益（△は益） － 1,266

ゴルフ会員権評価損 300 950

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 56,726

売上債権の増減額（△は増加） 186,675 166,370

たな卸資産の増減額（△は増加） 173,513 577,713

仕入債務の増減額（△は減少） △442,956 △352,826

未収消費税等の増減額（△は増加） 25,795 －

未払消費税等の増減額（△は減少） 27,279 △23,480

その他 △15,731 12,514

小計 △41,201 237,655

利息及び配当金の受取額 2,255 1,521

利息の支払額 △27,769 △25,552

法人税等の支払額 △2,248 △2,217

法人税等の還付額 4,246 1,387

営業活動によるキャッシュ・フロー △64,717 212,794

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △172 －

定期預金の払戻による収入 － 200,588

有形固定資産の取得による支出 △62,068 △117,847

有形固定資産の売却による収入 262 952

有形固定資産の除却による支出 △13 －

子会社株式の取得による支出 △4,000 －

貸付金の回収による収入 438 438

投資活動によるキャッシュ・フロー △65,553 84,131

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 110,000 46,500

長期借入れによる収入 530,000 550,000

長期借入金の返済による支出 △532,614 △493,777

自己株式の取得による支出 △42 △50

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △307

その他の支出 △21,774 △21,774

財務活動によるキャッシュ・フロー 85,569 80,590

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △44,702 377,517

現金及び現金同等物の期首残高 744,759 613,969

現金及び現金同等物の四半期末残高 ＊１
 700,057

＊１
 991,486
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　
【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用

しております。

　これにより、当第３四半期累計期間の税引前四半期純損失は、56,726千円増加しております。また、当会計基

準等の適用開始による資産除去債務の変動額は56,726千円であります。

　
【簡便な会計処理】

当第３四半期累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期会計期間末の貸倒実績率等が第２四半期会計期間末に算定したものと著しい変化がないと

認められるため、第２四半期会計期間末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期会計期間末の実地棚

卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。

３　原価差異の配賦方法

予定価格等を適用しているために原価差異が生じた場合、当該原価差異の棚卸資産と売上原価への配賦

を年度決算と比較して簡便的に部門別区分により実施する方法によっております。

４　固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按分

する方法によっております。

　なお、定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。

５　経過勘定項目の算定方法

固定費的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅少のものについては、合理的な算定方法による概算額で

計上する方法によっております。

６　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方

法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。

７　工事原価総額の見積方法

工事原価総額の見積りに当たり、当第３四半期会計期間末における工事原価総額が、第２四半期会計期間

末に見積った工事原価総額から著しく変動しているものと認められる工事契約を除き、第２四半期会計期

間末に見積った工事原価総額を、当第３四半期会計期間末における工事原価総額の見積額とする方法に

よっております。
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

　　　該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

退職給付制度の改訂

　当社は、平成22年６月29日開催の取締役会で退職金規程の改訂を決議し、平成22年10月１日付で適格退職年金制

度を廃止し、退職給付制度の一部を確定拠出年金制度へ移行することといたしました。

　これにともなって、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用した

会計基準変更時差異の未処理額のうち終了部分に対応する金額33,428千円及び退職給付債務の見積方法を期末自

己都合要支給額へ変更したことによる過年度退職給付費用76,025千円、合計109,453千円を当第３四半期累計期間

の特別損失に計上しております。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

＊１(イ)　有形固定資産の取得原価から控除した減価償

却累計額は、2,970,529千円であります。

建物 1,487,789千円

機械及び装置 1,086,356千円

その他 396,383千円

＊１(イ)　有形固定資産の取得原価から控除した減価償

却累計額は、2,905,159千円であります。

建物 1,436,664千円

機械及び装置 1,076,593千円

その他 391,901千円

　　(ロ)　圧縮記帳に関しては、圧縮対象資産の取得原価か

ら圧縮記帳額145,862千円(建物86,670千円、構

築物14,278千円、機械及び装置35,754千円、土地

9,158千円)が控除されております。

　　(ハ)　機械及び装置には未使用の物9,608千円が含まれ

ております。

　　(ロ)　圧縮記帳に関しては、圧縮対象資産の取得原価か

ら圧縮記帳額145,862千円(建物86,670千円、構

築物14,278千円、機械及び装置35,754千円、土地

9,158千円)が控除されております。

　　(ハ)　機械及び装置には未使用の物9,608千円が含まれ

ております。

　　　　――――― 　 ＊２　受取手形割引高 100,000千円

＊３　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産は、こ

れに対応する工事損失引当金33,139千円（仕掛

品）を相殺表示しております。

＊３　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産は、こ

れに対応する工事損失引当金46,552千円（仕掛

品）を相殺表示しております。

＊４　四半期会計期間末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

　　　なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日で

あったため、次の四半期会計期間末日満期手形が、

四半期会計期間末残高に含まれております。

　　　　受取手形　　　　　　　　　　13,660千円

―――――
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(四半期損益計算書関係)

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

＊１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 120,272千円

賞与引当金繰入額 11,745千円

退職給付費用 6,504千円

＊１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 120,368千円

賞与引当金繰入額 10,109千円

退職給付費用 7,359千円

　

第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

＊１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 37,417千円

賞与引当金繰入額 3,651千円

退職給付費用 1,628千円

＊１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 40,246千円

賞与引当金繰入額 3,767千円

退職給付費用 1,273千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

＊１　現金及び現金同等物の当第３四半期累計期間末残

高と当第３四半期貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係（平成21年12月31日現在）
 

現金及び預金 1,731,840千円

預入期間が３か月超の定期預金 △331,782千円

短期借入金(当座借越) △700,000千円

現金及び現金同等物 700,057千円

＊１　現金及び現金同等物の当第３四半期累計期間末残

高と当第３四半期貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係（平成22年12月31日現在）
 

現金及び預金 1,631,936千円

預入期間が３か月超の定期預金 △130,450千円

短期借入金(当座借越) △510,000千円

現金及び現金同等物 991,486千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年12月31日)
　

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 12,127,500

　
　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 15,696

　
　

３　新株予約権の四半期会計期間末残高
　

　　　該当事項はありません。

　
　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額
　
　　　該当事項はありません。
　
　(2) 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの
　
　　　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日)

受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金が、当社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、

前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　
　 　 　 　 (単位：千円)

科目
四半期

貸借対照表計上額
時価 差額 時価の算定方法

受取手形及び売掛金 892,833 892,833 ― (注)

支払手形及び買掛金 703,444 703,444 ― （注）

(注)  受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金の時価の算定方法

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　減損処理にあたっては四半期会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には

全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額

について減損処理を行っています。

　

(デリバティブ取引関係)

　

デリバティブ取引の四半期会計期間末の契約額等は、当社の事業の運営において重要なものとなっ

ていないため、記載を省略しております。

　

(ストック・オプション等関係)

　

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当社が有しているすべての関連会社は、損益及び利益剰余金等からみて重要性の乏しい関連会社で

あるため、記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

　

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成21年３

月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日)を適用しております。

　

１　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、本社に製品別の事業部を置き、各事業部は取り扱う製品ごとに市場へ向けた包括的な戦略を立案

し、事業活動を展開しております。

　従いまして、当社が基礎とする事業セグメントは製品別から構成されており、「破砕粉砕機」、 「橋梁鉄

鋼及び水処理装置」、「環境装置」、「ライニング製品」、「役務収益」の５つを報告セグメントとしてお

ります。

　「破砕粉砕機」は、骨材産業などに販売する破砕機を生産しております。「橋梁鉄鋼及び水処理装置」は、

官公庁などに販売する橋梁・水処理装置を生産しております。「環境装置」は、リサイクル産業などに販売

する破砕機を生産しております。「ライニング製品」は、半導体産業などに販売するフッ素樹脂製品を生産

しております。「役務収益」は、主として一般賃貸事業であります。

　

２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他 合計
破砕粉砕機

橋梁鉄構及び

水処理装置
環境装置

ライニング
製品

役務収益 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への
　売上高

287,7781,543,718198,704488,77689,0722,608,051349,2992,957,350

  セグメント間の
　内部売上高
　又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 287,7781,543,718198,704488,77689,0722,608,051349,2992,957,350

セグメント利益 130,794113,64634,1835,67489,072373,37125,910399,281

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、当社製品・サービスから派生す

る種々の部品雑工事、学校校舎等の耐震補強工事、他社取扱製品の仲介等を含んでおります。
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当第３四半期会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他 合計
破砕粉砕機

橋梁鉄構及び

水処理装置
環境装置

ライニング
製品

役務収益 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への
　売上高

79,836233,76548,692155,36729,317546,979118,346665,326

  セグメント間の
　内部売上高
　又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 79,836233,76548,692155,36729,317546,979118,346665,326

セグメント利益又は　
損失(△)

28,89833,692△3,818△1,53929,31786,55015,562102,112

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、当社製品・サービスから派生す

る種々の部品雑工事、学校校舎等の耐震補強工事、他社取扱製品の仲介等を含んでおります。

　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容(差異調整に関する事項)

当第３四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 373,371

「その他」の区分の利益 25,910

セグメント間取引消去 ―

全社費用(注) △416,735

四半期損益計算書の営業損失 17,453

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

　
当第３四半期会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 86,550

「その他」の区分の利益 15,562

セグメント間取引消去 ―

全社費用(注) △132,046

四半期損益計算書の営業損失 29,933

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動

がありません。 
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 81.79円
　

　 　

　 101.91円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額　　　　　　　　　　(千円) 990,597 1,234,415

普通株式に係る純資産額　　　　　　　　(千円) 990,597 1,234,415

普通株式の発行済株式数　　　　　　　　(千株) 12,127 12,127

普通株式の自己株式数　　　　　　　　　(千株) 15 14

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数　　　　　　　　　　　　　　　　　(千株)

12,111 12,112

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期累計期間

　

前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 △4.33円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 △20.00円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

四半期損益計算書上の
四半期純損失（△）　　　　　　　　　　(千円)

△52,472 △242,189

普通株式に係る
四半期純損失（△）　　　　　　　　　　(千円)

△52,472 △242,189

普通株主に帰属しない金額　　　　　　　(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　(千株) 12,112 12,111
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第３四半期会計期間

　

前第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 △0.85円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 △10.01円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期会計期間は１株当たり四半期純損失で

あり、潜在株式が存在しないため、また、当第３四半期会計期間は１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益　　　(千円) △10,339 △121,259

普通株式に係る四半期純利益　　　　　　(千円) △10,339 △121,259

普通株主に帰属しない金額　　　　　　　(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　(千株) 12,112 12,111

　
(重要な後発事象)

　

　　　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　

　　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月12日

株式会社　郷鉄工所

取締役会  御中

　

公認会計士伊藤満邦事務所

　

　 　 公認会計士　　伊　藤　　満　邦　　㊞

　
公認会計士増田仁視事務所

　

　 　 公認会計士　　増　田　　仁　視　　㊞

　
私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

郷鉄工所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第79期事業年度の第３四半期会計期間(平成21年

10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立

の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビュー

を行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社郷鉄工所の平成21年12月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月14日

株式会社　郷鉄工所

取締役会  御中

　

公認会計士伊藤満邦事務所

　

　 　 公認会計士　　伊　藤　　満　邦　　㊞

　
公認会計士増田仁視事務所

　

　 　 公認会計士　　増　田　　仁　視　　㊞

　
私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

郷鉄工所の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第80期事業年度の第３四半期会計期間(平成22年

10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立

の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビュー

を行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社郷鉄工所の平成22年12月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。
　

追記情報

　四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期会

計期間より「資産除去債務に関する会計基準」を適用しているため、同会計基準により四半期財務諸表を作

成している。

　

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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